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７月の中小企業月次景況調査 
〔令和７年７月末現在〕 

 

 

 
４ 

 
 

 

本調査は、都道府県中央会に設置されている情報連絡員〔中 

小企業の組合(協同組合、商工組合等)の役職員約２，５００ 

名に委嘱〕による調査結果です。 

調査の対象は、情報連絡員が所属する組合の組合員の全体的な

景況(前年同月比)です。 

 

 

 

 

 
 

 （本発表資料のお問い合わせ先） 

  全国中小企業団体中央会 

  担当：政策推進部 

  ＴＥＬ ０３－３５２３－４９０２ 

  https://www.chuokai.or.jp 
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図１．前年同月比ＤＩの推移

景況 売上高 収益状況

【主要３指標】
景況：-２７．４、売上高：-１２．８、収益状況：-２５．６

R3年10月
岸田政権発足
（景況DI：-27.9）

R2年9月
菅政権発足
（景況DI：-61.7）

R元年10月
消費税増税
軽減税率制度開始
（景況DI：-34.1）

R2年4月
緊急事態宣言
（景況DI：-72.9）

R6年1月
能登半島地震
（景況DI：-24.1）

R5年10月
インボイス制度
開始
（景況DI：-19.2）

R6年10月
石破政権発足
（景況DI：-26.3）

◎７月の景況ＤＩは製造業・非製造業ともに横ばい。 

○製造業では、原材料価格、人件費等のコスト上昇が収益面での足かせとな

っているものの、米国関税措置において一定の結論が示されたことに対す

る一服感もあり、景況感は小幅低下に止まった。 

○非製造業では、物価上昇に加え、猛暑による客足減少により消費は低迷し

ているものの、引き続きインバウンド需要に支えられていることにより、

小幅ながら改善となった。 

○猛暑による消費や生産活動への悪影響を懸念する声、及び最低賃金引き上

げによる影響を懸念する声が、数多く寄せられている。 

 

全国中小企業団体中央会
National Federation of Small Business Associations 

令 和 ７ 年 ８ 月 ２ ５ 日 発 表 

 ※DIとは、Diffusion Index（ディフュージョン・インデックス）の略で、好転（増加・上昇）したとする割合から、 
悪化（減少・低下）したとする割合を差し引いた値です。 
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７月の調査結果のＤＩ概況 

【指標ＤＩの動向とポイント】 
1. ７月のＤＩは、原材料価格の上昇、最低賃金引き上げによる人件費上昇に対する不

安感はあるものの、米国関税措置に対する一服感も有り、景況感は概ね横ばいとな

った。主要３指標では、景況感が０．１ポイント低下、売上高が１．０ポイント低

下、収益状況は０．５ポイント上昇となった。 

2. 主要３指標以外についても概ね横ばいとなった。 

3.  引き続き原材料、燃料、人件費等のコスト上昇に価格転嫁が追いついていない状況で

あり、先行きを不安視する声が多数寄せられている。 

 

全指標の前年同月比ＤＩの推移（直近１年間） 
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７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 前月比

景      況 -27.0 -26.8 -27.4 -26.3 -24.3 -25.5 -27.0 -29.4 -27.8 -28.3 -27.8 -27.3 -27.4 -0.1

売 上 高 -11.8 -11.7 -12.0 -11.1 -3.9 -6.3 -8.8 -13.6 -10.8 -10.9 -12.5 -11.8 -12.8 -1.0

収益状況 -25.4 -25.6 -25.5 -25.3 -23.0 -23.6 -26.5 -28.7 -25.8 -25.5 -25.0 -26.1 -25.6 0.5

販売価格 25.4 25.1 27.2 26.9 28.4 29.2 29.9 28.3 31.0 29.2 25.6 26.1 25.8 -0.3

取引条件 -7.8 -7.4 -8.1 -7.8 -7.4 -7.6 -7.4 -8.9 -7.5 -8.0 -7.8 -7.1 -7.9 -0.8

資金繰り -14.1 -14.7 -14.0 -14.2 -13.3 -14.2 -15.7 -16.7 -15.0 -14.2 -14.7 -13.8 -14.4 -0.6

設備操業度 -19.6 -23.9 -19.5 -15.3 -14.7 -14.4 -16.3 -18.4 -18.1 -17.6 -17.0 -17.8 -19.6 -1.8

雇用人員 -11.0 -10.8 -10.9 -11.7 -11.2 -11.1 -11.2 -12.1 -12.5 -9.9 -11.8 -11.3 -11.9 -0.6

在庫数量 -6.5 -7.9 -6.0 -4.4 -4.9 -6.8 -6.9 -7.8 -6.4 -6.6 -5.8 -7.4 -7.8 -0.4

表１
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【情報連絡員報告から総括する景況調査のＰＯＩＮＴ】 

1. 米国関税に関しては、一定の結論が示されたことにより、先行きの影響を

不安視する声は大幅に減少した。 

2. 人手不足、人件費上昇への対応に苦慮している声については、引き続き 

多数寄せられた。 

3. 熱中症対策義務化への対応、猛暑の悪影響に関する声も多数寄せられてお

り、異常気象がもたらす経済への悪影響が懸念される。 

《主な報告内容》 

◇米国関税政策に関する事業者の声 
・資材価格について、米国関税の影響を現在は感じていないが、今後多少の影響が出てくるのではない

かと懸念している。(群馬/印刷) 

・米国の取引先と進めていた新製品案件が、サンプル完成と量産体制の整備後、関税が 15％に引き上げ

られたことに伴い製品コストが増加し、日本からの輸入メリットが失われたためキャンセルとなっ

た。（山梨/卸売） 

・米国関税への懸念は何とか落ち着いたものの、人件費増大、先行不透明感は相変わらず。(愛知/卸売) 

・業況的には落ち着いてはいるが、米国関税の影響も見極めにくく将来見通しは不透明。(兵庫/卸売) 

 

◇人手不足問題、人件費上昇への対応等に関する事業者の声 

・団地内に人手不足解消を図るための最新機械導入を行う動きがあるが、高額なため中小企業向け補助

金の充実などの支援と、受注安定のための経済政策が重要との声がある(北海道/一般機器)。 

・人手不足は依然として深刻で、ガソリンスタンドでは人員不足による時短営業が発生。新卒採用活動

も熾烈を極め、関東からの求人も含めて多くの企業が競争を繰り広げている。10 月から最低賃金が引

き上げられることで、経営負担増加への警戒感を高めている。人手不足の解消と生産性の向上を目的

にＡＩ活用の動きが進んでいる。(福島/卸売) 

・組合員が抱える大きな課題は、原材料高騰や人材不足、及び人材定着に集中しており、最低賃金の引

き上げも今後の経営に大きな影響を及ぼすものと見られる。(栃木/一般機器) 

・全事業者共通の問題は人手不足であり深刻。中核人材を大手に引き抜かれる事例もある。関税・エネ

ルギー高騰・カーボンニュトラル・人手不足・賃上げ・暑さ対策等六重苦の状況。(愛知/鉄鋼・金属) 

・夏休みなどの需要で少しずつお客様が増えている状況。ただ、深刻な人手不足が解消しないため、稼

働をセーブして運営している施設もある。(滋賀/サービス) 

 
◇熱中症対策義務化への対応、暑さへの対策に苦慮する事業者の声 
・連日の猛暑が一次産業に大きな影響を与えており業界は全般的に低迷している。一方で６月より施行

された熱中症対策義務化の影響で、多方面から熱中症対策商品の注文が有り、本来の商品売上の減少

を補っている。これから更に暑くなる中での影響が心配される。(宮城/卸売) 

・酷暑が続き、熱中症対策についての話題が出るが、対策費用負担に困っているとの声が聞こえてく

る。(山形/建設) 

・猛暑により客足の減少が懸念されている。７月の景況は全体的に落ち込み、個人消費も低調である。

気温の上昇が消費の停滞を引き起こしたと考えられる。特に買い回り品では高齢者の買い物が減少し

ている。(栃木・小売) 

・気象条件による臨機応変な対応が必要なため、時間外労働の上限規制への対応が困難。また、熱中症

対策の義務化により、生産性低下とともに企業負担が増加している。(群馬/建設) 

・猛暑の影響で現場作業が遅れたことにより骨材出荷数量は前年比減少した。(神奈川/窯業・土石製品) 

・人手不足が続く中、連日の暑さが影響し業務効率が低下、売上が伸び悩んでいる。(奈良/サービス) 

・近年の猛暑で釣りに出かける人も極端に減少している。(兵庫/その他の製造業) 

・猛暑で顧客の購買数が低下している。特に、７月初めから８月初めまで悪い状況である。製造量も猛

暑で減少している。(香川/その他の製造業) 

※ 後述の「Ｐｉｃｋ ｕｐ！」ならびに「情報連絡員からの報告（要旨）」等も参照。 
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１．景 況 

 
 

表２．業種別【景 況】ＤＩの推移（前年同月比） 

 

Ｐｉｃｋ ｕｐ！ 

「 電気機器 」：エアコンを中心に白物家電が好調であり、景況ＤＩは前月比3.3ポイント上昇 

となった。一方で価格上昇に伴う消費低迷が予想されており、売上高ＤＩは 

前月比21.4ポイント低下、収益状況ＤＩは前月比18.6ポイント低下となった。        

 

「紙・紙加工品」：業界全体的に生産量、販売金額は上昇しており、売上高ＤＩは8.7と前月比4.5

ポイント上昇。一方で、消費低迷による懸念から、景況ＤＩは前月比18.1ポイ

ント低下、収益ＤＩは前月比13.0ポイント低下した。  

                                                                                                                                    

前月 当月 増減
▲ 27.3 ▲ 27.4 ▲ 0.1 悪化 ↘

製造業 ▲ 33.9 ▲ 34.5 ▲ 0.6 悪化 ↘
非製造業 ▲ 22.3 ▲ 22.0 0.3 上昇 ↗

全体

DIが大きく上昇した業種

DIが大きく悪化した業種

傾向

10ポイント超 紙・紙加工品、その他の製造業

5～10ポイント 印刷、鉄鋼・金属

10ポイント超 なし

5～10ポイント 窯業・土石製品

業     種     名 6/7 6/8 6/9 6/10 6/11 6/12 7/1 7/2 7/3 7/4 7/5 7/6 7/7 前月比

全　       　　体 -27.0 -26.8 -27.4 -26.3 -24.3 -25.5 -27.0 -29.4 -27.8 -28.3 -27.8 -27.3 -27.4 -0.1

製     造　   業 -35.7 -37.6 -35.9 -33.7 -32.3 -31.5 -33.2 -35.0 -35.3 -36.1 -35.7 -33.9 -34.5 -0.6

食 料 品 -27.2 -22.3 -27.5 -25.9 -25.0 -18.6 -27.8 -30.2 -25.6 -26.5 -33.4 -27.8 -24.4 3.4

繊 維 工 業 -43.2 -45.9 -49.0 -45.5 -43.5 -39.6 -40.0 -40.9 -43.6 -44.1 -43.2 -38.2 -38.2 0.0

木 材 ・ 木 製 品 -45.6 -54.9 -48.7 -46.8 -46.0 -39.2 -37.8 -46.1 -45.6 -34.8 -39.6 -47.3 -50.0 -2.7

紙 ・ 紙 加 工 品 -28.0 -44.0 -54.1 -50.0 -40.0 -13.1 -28.0 -37.5 -36.4 -29.2 -30.4 -16.7 -34.8 -18.1

印 刷 -47.3 -53.5 -47.4 -41.0 -47.3 -39.0 -50.0 -42.4 -50.8 -48.3 -45.8 -45.8 -50.9 -5.1

化 学 ・ ゴ ム -25.0 -28.6 -21.5 -28.5 -14.3 -21.5 -18.5 -22.2 -25.9 -29.6 -25.9 -22.2 -17.9 4.3

窯 業 ・ 土 石 製 品 -41.9 -39.1 -35.8 -39.8 -35.3 -36.9 -34.8 -42.5 -37.6 -41.7 -35.5 -43.4 -37.1 6.3

鉄 鋼 ・ 金 属 -40.9 -44.2 -38.2 -30.1 -27.5 -41.6 -34.1 -36.1 -37.4 -45.0 -38.1 -29.4 -35.1 -5.7

一 般 機 器 -35.3 -38.5 -33.3 -31.1 -30.1 -31.7 -30.4 -28.9 -32.4 -38.1 -34.2 -31.8 -31.2 0.6

電 気 機 器 -10.7 -17.8 -3.7 -3.7 -19.2 -21.4 -25.0 -14.3 -7.4 -17.8 -14.3 -10.7 -7.4 3.3

輸 送 機 器 -15.5 -15.9 -16.3 -13.6 -9.3 -16.3 -20.4 -16.7 -17.0 -15.9 -18.2 -22.7 -23.8 -1.1

そ の 他 の 製 造 業 -28.6 -29.7 -30.6 -28.6 -30.7 -28.6 -35.4 -29.1 -41.7 -38.0 -38.0 -31.4 -42.0 -10.6

非  製  造  業 -20.3 -18.6 -20.9 -20.5 -18.3 -20.9 -22.3 -25.3 -22.1 -22.4 -22.0 -22.3 -22.0 0.3

卸 売 業 -22.8 -22.8 -22.2 -25.4 -18.4 -18.4 -22.1 -20.7 -24.2 -32.0 -28.2 -27.5 -26.7 0.8

小 売 業 -28.9 -25.2 -29.3 -32.0 -30.3 -32.9 -36.7 -36.1 -36.2 -30.3 -32.9 -31.1 -30.6 0.5

商 店 街 -23.3 -24.7 -28.4 -23.0 -27.1 -24.7 -27.0 -33.1 -29.9 -28.6 -30.0 -33.1 -35.3 -2.2

サ ー ビ ス 業 -6.0 -2.9 -5.8 -5.4 -1.1 -8.0 -4.7 -13.8 0.8 -2.2 -0.3 -9.6 -7.0 2.6

建 設 業 -20.4 -19.7 -20.1 -21.1 -20.6 -22.2 -20.9 -24.1 -22.6 -20.7 -22.4 -16.3 -17.1 -0.8

運 輸 業 -25.0 -23.4 -27.9 -18.8 -19.7 -18.7 -27.6 -29.9 -28.8 -29.6 -25.2 -22.2 -22.0 0.2

その 他の 非製 造業 -9.7 -6.4 3.3 0.0 16.2 -9.6 0.0 3.2 3.2 -6.4 -6.4 0.0 -3.3 -3.3
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２．売 上 高 

 

 

表３．業種別【売上高】ＤＩの推移（前年同月比） 

 

Ｐｉｃｋ ｕｐ！ 

「窯業・土石製品」：底堅い建設需要に支えられていることを背景に、景況ＤＩは前月比6.3ポイン

ト、売上高ＤＩは前月比14.5ポイント、収益状況ＤＩは前月比5.7ポイント

と、主要３指標ともに上昇した。 

 

「 木材・木製品 」：資材高騰による影響に加え、人手不足による工事長期化、改正建築基準法の 

施行による影響もあり売上高ＤＩは前月比11.9ポイント低下と、２カ月連続 

の大幅な低下となった。 

前月 当月 増減
▲ 11.8 ▲ 12.8 ▲ 1.0 悪化 ↘

製造業 ▲ 17.0 ▲ 18.3 ▲ 1.3 悪化 ↘
非製造業 ▲ 8.0 ▲ 8.5 ▲ 0.5 悪化 ↘

傾向
全体

DIが大きく上昇した業種
10ポイント超 窯業・土石製品、運輸業

5～10ポイント 繊維工業、一般機器、小売業

DIが大きく悪化した業種
10ポイント超

木材・木製品、印刷、化学・ゴム、電気機器、その他
の製造業、商店街

5～10ポイント 輸送機器、サービス業、その他の非製造業

業     種     名 6/7 6/8 6/9 6/10 6/11 6/12 7/1 7/2 7/3 7/4 7/5 7/6 7/7 前月比

全　       　　体 -11.8 -11.7 -12.0 -11.1 -3.9 -6.3 -8.8 -13.6 -10.8 -10.9 -12.5 -11.8 -12.8 -1.0

製     造　   業 -19.2 -24.2 -21.8 -16.0 -12.7 -15.0 -16.2 -20.1 -18.2 -13.5 -15.5 -17.0 -18.3 -1.3

食 料 品 -3.7 -4.6 -12.5 -9.8 5.5 3.1 -8.1 -12.6 -10.0 -2.5 -6.1 -8.6 -8.1 0.5

繊 維 工 業 -26.6 -26.1 -26.8 -24.6 -19.5 -18.0 -22.7 -20.0 -17.2 -19.8 -19.8 -26.4 -20.0 6.4

木 材 ・ 木 製 品 -21.9 -41.6 -31.8 -21.1 -31.0 -25.0 -21.0 -32.2 -33.4 -11.6 -8.1 -25.0 -36.9 -11.9

紙 ・ 紙 加 工 品 -8.0 -16.0 -20.9 -16.7 4.0 4.3 12.0 -33.3 13.7 8.4 -4.4 4.2 8.7 4.5

印 刷 -29.8 -32.8 -32.2 -21.4 -26.3 -18.7 -36.2 -13.5 -35.1 -29.4 -28.8 -23.7 -38.6 -14.9

化 学 ・ ゴ ム -25.0 -21.4 -25.0 -17.8 -14.3 -21.4 -11.1 -14.8 -7.4 -7.4 -18.5 3.7 -14.3 -18.0

窯 業 ・ 土 石 製 品 -24.5 -35.3 -30.7 -24.1 -19.1 -18.8 -14.5 -31.4 -32.4 -20.5 -20.0 -35.3 -20.8 14.5

鉄 鋼 ・ 金 属 -28.1 -35.1 -25.2 -9.0 -10.7 -19.7 -19.0 -18.7 -17.9 -20.6 -18.3 -9.3 -13.0 -3.7

一 般 機 器 -18.6 -22.1 -18.6 -17.5 -12.7 -20.2 -26.4 -23.1 -15.1 -16.2 -24.8 -24.1 -18.8 5.3

電 気 機 器 -10.7 -17.9 18.5 14.8 -11.6 -21.5 -7.1 3.5 14.8 14.2 -3.6 21.4 0.0 -21.4

輸 送 機 器 -6.7 -13.6 -13.9 -6.8 4.6 -23.2 -2.2 2.4 -14.6 -11.3 -6.8 -2.3 -11.9 -9.6

そ の 他 の 製 造 業 -30.6 -21.2 -24.5 -22.4 -28.5 -28.6 -25.0 -35.4 -18.8 -26.0 -28.0 -21.6 -36.0 -14.4

非  製  造  業 -6.1 -2.3 -4.6 -7.4 2.7 0.2 -3.2 -8.8 -5.3 -9.0 -10.1 -8.0 -8.5 -0.5

卸 売 業 -4.1 6.0 -10.9 -10.9 3.4 6.9 6.6 2.0 -1.5 -19.2 -12.9 -9.3 -8.4 0.9

小 売 業 -17.8 -6.9 -12.4 -26.5 -0.9 -5.7 -5.7 -17.0 -16.8 -11.8 -24.3 -20.1 -12.6 7.5

商 店 街 -14.9 -12.7 -8.1 -7.7 -5.6 -3.7 -10.4 -24.0 -18.5 -15.3 -14.4 -12.9 -26.3 -13.4

サ ー ビ ス 業 8.9 6.5 13.9 11.7 16.4 9.5 9.1 0.0 14.2 12.2 18.4 11.9 3.7 -8.2

建 設 業 -5.7 -6.4 -6.0 -12.0 -8.6 -13.6 -19.5 -12.0 -14.4 -14.6 -19.8 -13.3 -14.9 -1.6

運 輸 業 -3.1 -7.0 -9.3 5.4 7.9 11.7 -2.4 -6.3 -0.8 -16.8 -17.3 -6.1 7.0 13.1

その 他の 非製 造業 -3.3 16.2 0.0 19.4 19.4 12.9 12.5 19.4 32.2 6.4 19.4 6.7 0.0 -6.7
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３．収益状況 

 
 

表４．業種別【収益状況】ＤＩの推移（前年同月比） 

 

Ｐｉｃｋ ｕｐ！ 

「 小売 」：猛暑による客足減少の影響はあるものの、販売価格引き上げの効果により、収益 

状況ＤＩは、前月比6.8ポイント上昇した。 

 

「鉄鋼・金属」：米国関税引き上げの影響により、景況ＤＩは前月比5.7ポイント、売上高ＤＩは 

前月比3.7ポイント、収益ＤＩは5.0ポイント、主要３指標ともに低下した。 

前月 当月 増減
▲ 26.1 ▲ 25.6 0.5 上昇 ↗

製造業 ▲ 30.2 ▲ 31.0 ▲ 0.8 悪化 ↘
非製造業 ▲ 22.9 ▲ 21.5 1.4 上昇 ↗

傾向
全体

DIが大きく上昇した業種
10ポイント超 なし

5～10ポイント 窯業・土石製品、小売業

DIが大きく悪化した業種
10ポイント超 紙・紙加工品、電気機器

5～10ポイント 木材・木製品、鉄鋼・金属

業     種     名 6/7 6/8 6/9 6/10 6/11 6/12 7/1 7/2 7/3 7/4 7/5 7/6 7/7 前月比

全　       　　体 -25.4 -25.6 -25.5 -25.3 -23.0 -23.6 -26.5 -28.7 -25.8 -25.5 -25.0 -26.1 -25.6 0.5

製     造　   業 -32.0 -32.2 -32.1 -29.6 -28.5 -26.9 -29.8 -31.8 -31.1 -31.1 -29.9 -30.2 -31.0 -0.8

食 料 品 -24.1 -19.3 -30.0 -29.1 -24.0 -20.7 -29.8 -38.7 -29.8 -31.5 -30.3 -32.3 -31.6 0.7

繊 維 工 業 -38.5 -44.2 -41.7 -37.2 -41.7 -35.1 -32.8 -37.2 -36.4 -35.1 -32.4 -33.7 -30.9 2.8

木 材 ・ 木 製 品 -42.1 -46.0 -36.3 -36.7 -31.0 -32.2 -35.0 -40.0 -43.0 -25.9 -30.6 -31.3 -37.7 -6.4

紙 ・ 紙 加 工 品 -16.0 -16.0 -29.1 -20.8 -20.0 -17.4 -20.0 -25.0 -18.2 -12.5 -17.4 0.0 -13.0 -13.0

印 刷 -43.8 -46.6 -44.1 -41.0 -45.6 -37.3 -41.4 -33.9 -45.6 -46.6 -39.0 -45.7 -45.6 0.1

化 学 ・ ゴ ム -25.0 -25.0 -35.7 -32.1 -14.3 -14.3 -11.1 -14.8 -22.2 -18.5 -25.9 -22.2 -17.8 4.4

窯 業 ・ 土 石 製 品 -36.6 -34.6 -31.4 -30.8 -26.4 -22.6 -26.9 -30.6 -36.9 -28.8 -25.2 -34.6 -28.9 5.7

鉄 鋼 ・ 金 属 -34.1 -32.1 -34.4 -26.3 -30.5 -27.3 -27.2 -28.6 -27.6 -38.9 -29.0 -27.1 -32.1 -5.0

一 般 機 器 -32.4 -27.9 -24.5 -26.2 -27.2 -30.8 -33.3 -27.9 -23.2 -34.3 -34.2 -25.0 -26.5 -1.5

電 気 機 器 -3.5 -14.3 11.1 3.7 -3.8 -28.6 -17.8 -10.7 7.4 -3.5 -17.8 -3.6 -22.2 -18.6

輸 送 機 器 -15.6 -29.6 -23.3 -20.5 -14.0 -18.6 -20.5 -9.5 -17.1 -20.5 -20.5 -25.0 -23.9 1.1

そ の 他 の 製 造 業 -34.7 -38.3 -36.7 -26.6 -32.7 -28.6 -35.4 -33.3 -33.3 -32.0 -38.0 -37.3 -36.0 1.3

非  製  造  業 -20.5 -20.5 -20.7 -22.2 -18.9 -21.0 -24.1 -26.5 -21.8 -21.4 -21.4 -22.9 -21.5 1.4

卸 売 業 -17.7 -19.3 -24.6 -23.3 -18.0 -14.3 -24.6 -23.3 -18.7 -25.1 -19.3 -25.2 -22.3 2.9

小 売 業 -30.9 -28.6 -29.7 -35.8 -32.2 -33.8 -33.1 -36.4 -36.9 -25.2 -31.3 -33.6 -26.8 6.8

商 店 街 -29.0 -26.6 -29.6 -28.2 -25.9 -22.1 -28.2 -35.6 -26.8 -28.0 -31.2 -29.4 -34.0 -4.6

サ ー ビ ス 業 -8.5 -11.9 -5.8 -8.1 -7.5 -11.0 -11.2 -16.7 -5.1 -7.8 -3.7 -11.8 -10.3 1.5

建 設 業 -22.6 -22.3 -18.9 -23.1 -21.5 -24.7 -22.5 -24.2 -21.8 -23.3 -27.2 -22.4 -22.6 -0.2

運 輸 業 -13.3 -15.6 -22.5 -16.4 -9.5 -18.0 -32.3 -28.4 -27.2 -27.2 -18.1 -13.8 -16.6 -2.8

その 他の 非製 造業 -6.5 0.0 6.7 9.7 22.5 -3.2 0.0 3.2 6.5 -3.3 -12.9 -6.7 -10.0 -3.3
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Calendar 2025 
～～ 国内外の主なトピックス（令和７年８月）～～ 

８月６日（水） 

６月の毎月勤労統計調査：厚生労働省。６月の実質賃金は、前年同月比 1.3％減と６カ月

連続で減少した。マイナス幅は前月よりも縮小したものの、コメなどの物価上昇が賃金の

伸びを上回った。消費者物価指数は前年同月比 3.8％上昇した。７カ月振りに４％を下回

ったものの、依然として名目賃金の増加を上回るペースで物価上昇が続いている。 

8 月８日（金） 

６月の国際収支統計：財務省。経常収支は１兆 3482 億円の黒字となった。黒字は 5 カ月

連続。貿易収支は 4696 億円の黒字となったが、輸出は前年同月比 2.4%減少となった。

商品別では、自動車が同 7.3％減、鉄鋼が同 13.2％減となり、対北米が同 12.6％減とな

った。 

8 月８日（金） 

７月の景気ウォッチャー調査：内閣府。現状判断指数は前月比 0.2 ポイント上昇の 45.2

と３カ月連続上昇となった。家計動向関連 DI は小売関連が低下したものの、サービス関

連等が上昇したことから上昇となった。基調判断は、「景気は持ち直しの動きがみられ

る。先行きについては、価格上昇や米国の通商政策の影響を懸念しつつも、持ち直しの動

きが続くとみられる」とされた。 

8 月 14 日（木） 

７月の工作機械受注額：日本工作機械工業会。前年同月比 3.6％増の 1283 億円となり２

カ月振りに増加した。前月比は 3.6％減と２カ月振りに減少した。引き続き外需が主導す

る形で底堅い需要が続いたが、内需は 4 カ月連続で減少した。 

 

４．資金繰り、販売価格、取引条件、設備操業度、雇用人員、在庫数量 

 

（１）資金繰り 前月 当月 増減
全体 ▲ 13.8 ▲ 14.4 ▲ 0.6 悪化 ↘

製造業 ▲ 16.0 ▲ 15.4 0.6 上昇 ↗
非製造業 ▲ 12.3 ▲ 13.7 ▲ 1.4 悪化 ↘

（２）販売価格 前月 当月 増減
全体 26.1 25.8 ▲ 0.3 悪化 ↘

製造業 25.2 23.9 ▲ 1.3 悪化 ↘
非製造業 26.8 27.3 0.5 上昇 ↗

（３）取引条件 前月 当月 増減
全体 ▲ 7.1 ▲ 7.9 ▲ 0.8 悪化 ↘

製造業 ▲ 5.8 ▲ 5.4 0.4 上昇 ↗
非製造業 ▲ 8.0 ▲ 9.8 ▲ 1.8 悪化 ↘

（４）設備操業度 前月 当月 増減
製造業 ▲ 17.8 ▲ 19.6 ▲ 1.8 悪化 ↘

（５）雇用人員 前月 当月 増減
全体 ▲ 11.3 ▲ 11.9 ▲ 0.6 悪化 ↘

製造業 ▲ 12.4 ▲ 13.3 ▲ 0.9 悪化 ↘
非製造業 ▲ 10.5 ▲ 10.8 ▲ 0.3 悪化 ↘

（６）在庫数量 前月 当月 増減
全体 ▲ 7.4 ▲ 7.8 ▲ 0.4 悪化 ↘

製造業 ▲ 7.5 ▲ 7.4 0.1 上昇 ↗
非製造業 ▲ 7.3 ▲ 8.6 ▲ 1.3 悪化 ↘

傾向

傾向

傾向

傾向

傾向

傾向



業界の景況 売上高 収益状況 販売価格 取引条件 資金繰り 設備操業度 雇用人員 在庫数量

全 体 -27.4 -12.8 -25.6 25.8 -7.9 -14.4 -19.6 -11.9 -7.8
製 造 業 -34.5 -18.3 -31.0 23.9 -5.4 -15.4 -19.6 -13.3 -7.4
非 製 造 業 -22.0 -8.5 -21.5 27.3 -9.8 -13.7 -10.8 -8.6

（ 製 造 業 ）

業     種     名 業界の景況 売上高 収益状況 販売価格 取引条件 資金繰り 設備操業度 雇用人員 在庫数量

食 料 品 -24.4 -8.1 -31.6 44.4 -4.0 -14.3 -7.1 -9.2 -14.3
繊 維 工 業 -38.2 -20.0 -30.9 15.4 -9.1 -19.1 -23.6 -14.5 -10.9
木 材 ・ 木 製 品 -50.0 -36.9 -37.7 7.9 -7.8 -19.3 -23.7 -11.4 -7.9
紙 ・ 紙 加 工 品 -34.8 8.7 -13.0 34.8 4.3 -8.7 -21.7 -13.1 13.1
印 刷 -50.9 -38.6 -45.6 10.5 -8.8 -19.3 -45.6 -29.8 -10.5
化 学 ・ ゴ ム -17.9 -14.3 -17.8 28.6 -3.6 0.0 -10.7 0.0 -7.2
窯業・土石製品 -37.1 -20.8 -28.9 45.9 -2.9 -14.1 -21.5 -15.5 0.0
鉄 鋼 ・ 金 属 -35.1 -13.0 -32.1 12.2 -7.6 -14.5 -20.6 -18.3 -7.6
一 般 機 器 -31.2 -18.8 -26.5 17.0 1.0 -8.5 -18.9 -14.2 0.0
電 気 機 器 -7.4 0.0 -22.2 7.4 -11.1 -25.9 -22.2 0.0 0.0
輸 送 機 器 -23.8 -11.9 -23.9 4.8 -9.5 -11.9 -16.7 0.0 -2.4
その他の製造業 -42.0 -36.0 -36.0 16.0 -6.0 -26.0 -20.0 -16.0 -20.0

（ 非製造業 ）

業     種     名 業界の景況 売上高 収益状況 販売価格 取引条件 資金繰り 設備操業度 雇用人員 在庫数量

卸 売 業 -26.7 -8.4 -22.3 36.2 -9.9 -13.8 -5.4 -6.9
小 売 業 -30.6 -12.6 -26.8 29.0 -17.3 -17.0 -11.9 -12.6
商 店 街 -35.3 -26.3 -34.0 37.8 -16.0 -24.4 -9.6 -2.6
サ ー ビ ス 業 -7.0 3.7 -10.3 26.5 -4.8 -7.4 -10.7
建 設 業 -17.1 -14.9 -22.6 20.9 -10.3 -11.6 -11.5
運 輸 業 -22.0 7.0 -16.6 10.2 -0.8 -11.9 -18.2
その他の非製造業 -3.3 0.0 -10.0 26.7 -3.3 -3.3 -6.7

表５．主要指標の業種別 Ｄ Ｉ（前年同月比）
（令和7年7月末現在）
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（令和 7年 7月 末現在）
（単位：％）

項　　目

業　　種 好転 不変 悪化 増加 不変 減少 好転 不変 悪化 上昇 不変 低下 好転 不変 悪化 好転 不変 悪化 上昇 不変 低下 増加 不変 減少 増加 不変 減少

全 体 4.8 63.0 32.2 20.2 46.8 33.0 8.6 57.2 34.2 31.6 62.6 5.8 3.1 85.9 11.0 2.9 79.8 17.3 7.4 65.7 27.0 4.3 79.6 16.2 9.3 73.6 17.1

製 造 業 2.7 60.1 37.2 18.5 44.7 36.8 7.4 54.3 38.4 28.9 66.1 5.0 2.7 89.1 8.1 2.6 79.4 18.0 7.4 65.7 27.0 4.7 77.3 18.0 9.2 74.2 16.6

非 製 造 業 6.4 65.2 28.4 21.5 48.4 30.0 9.5 59.5 31.0 33.7 59.9 6.4 3.4 83.4 13.2 3.1 80.0 16.8 0.0 0.0 0.0 4.0 81.2 14.8 9.3 72.7 17.9

（ 製 造 業 ）

項　　目

業　　種 好転 不変 悪化 増加 不変 減少 好転 不変 悪化 上昇 不変 低下 好転 不変 悪化 好転 不変 悪化 上昇 不変 低下 増加 不変 減少 増加 不変 減少

食 料 品 2.6 70.4 27.0 23.5 44.9 31.6 9.2 50.0 40.8 44.9 54.6 0.5 3.1 89.8 7.1 2.0 81.6 16.3 9.2 74.5 16.3 3.6 83.7 12.8 9.2 67.3 23.5

繊 維 工 業 2.7 56.4 40.9 14.5 50.9 34.5 5.5 58.2 36.4 21.8 71.8 6.4 1.8 87.3 10.9 0.9 79.1 20.0 5.5 65.5 29.1 5.5 74.5 20.0 7.3 74.5 18.2

木 材 ・ 木 製 品 1.8 46.5 51.8 9.6 43.9 46.5 5.3 51.8 43.0 18.4 71.1 10.5 1.8 88.6 9.6 0.0 80.7 19.3 3.5 69.3 27.2 4.4 79.8 15.8 12.3 67.5 20.2

紙 ・ 紙 加 工 品 13.0 39.1 47.8 34.8 39.1 26.1 17.4 52.2 30.4 39.1 56.5 4.3 13.0 78.3 8.7 4.3 82.6 13.0 17.4 43.5 39.1 4.3 78.3 17.4 26.1 60.9 13.0

印 刷 0.0 49.1 50.9 8.8 43.9 47.4 0.0 54.4 45.6 17.5 75.4 7.0 3.5 84.2 12.3 0.0 80.7 19.3 1.8 50.9 47.4 3.5 63.2 33.3 3.5 82.5 14.0

化 学 ・ ゴ ム 7.1 67.9 25.0 21.4 42.9 35.7 14.3 53.6 32.1 28.6 71.4 0.0 0.0 96.4 3.6 7.1 85.7 7.1 14.3 60.7 25.0 10.7 78.6 10.7 7.1 78.6 14.3

窯 業 ・ 土 石 製 品 2.2 58.5 39.3 20.7 37.8 41.5 10.4 50.4 39.3 47.4 51.1 1.5 3.0 91.1 5.9 5.2 75.6 19.3 7.4 63.7 28.9 1.5 81.5 17.0 12.6 74.8 12.6

鉄 鋼 ・ 金 属 1.5 61.8 36.6 20.6 45.8 33.6 5.3 57.3 37.4 21.4 69.5 9.2 2.3 87.8 9.9 3.8 77.9 18.3 7.6 64.1 28.2 4.6 72.5 22.9 6.1 80.2 13.7

一 般 機 器 0.9 67.0 32.1 17.0 47.2 35.8 7.5 58.5 34.0 19.8 77.4 2.8 3.8 93.4 2.8 4.7 82.1 13.2 8.5 64.2 27.4 4.7 76.4 18.9 9.4 81.1 9.4

電 気 機 器 11.1 70.4 18.5 22.2 55.6 22.2 11.1 55.6 33.3 18.5 70.4 11.1 0.0 88.9 11.1 0.0 74.1 25.9 7.4 63.0 29.6 7.4 85.2 7.4 11.1 77.8 11.1

輸 送 機 器 4.8 66.7 28.6 21.4 45.2 33.3 7.1 61.9 31.0 11.9 81.0 7.1 0.0 90.5 9.5 2.4 83.3 14.3 11.9 59.5 28.6 16.7 66.7 16.7 7.1 83.3 9.5

そ の 他 の 製 造 業 4.0 50.0 46.0 10.0 44.0 46.0 4.0 56.0 40.0 22.0 72.0 6.0 4.0 86.0 10.0 2.0 70.0 28.0 4.0 72.0 24.0 4.0 76.0 20.0 6.0 68.0 26.0

（ 非製造業 ）

項　　目

業　　種 好転 不変 悪化 増加 不変 減少 好転 不変 悪化 上昇 不変 低下 好転 不変 悪化 好転 不変 悪化 上昇 不変 低下 増加 不変 減少 増加 不変 減少

卸 売 業 2.5 68.3 29.2 22.3 47.0 30.7 8.9 59.9 31.2 41.6 53.0 5.4 3.0 84.2 12.9 2.5 81.2 16.3 4.5 85.6 9.9 10.9 71.3 17.8

小 売 業 6.9 55.5 37.5 24.3 38.8 36.9 10.7 51.7 37.5 41.0 47.0 12.0 3.2 76.3 20.5 4.1 74.8 21.1 3.2 81.7 15.1 7.6 72.2 20.2

商 店 街 3.2 58.3 38.5 11.5 50.6 37.8 5.1 55.8 39.1 43.6 50.6 5.8 0.0 84.0 16.0 0.6 74.4 25.0 1.9 86.5 11.5 10.9 75.6 13.5

サ ー ビ ス 業 11.8 69.5 18.8 25.4 52.9 21.7 12.5 64.7 22.8 29.4 67.6 2.9 5.1 84.9 9.9 4.0 84.6 11.4 5.5 78.3 16.2

建 設 業 4.3 74.4 21.4 15.0 55.1 29.9 6.0 65.4 28.6 25.2 70.5 4.3 85.9 10.3 2.1 84.2 13.7 4.7 79.1 16.2

運 輸 業 7.1 63.8 29.1 28.3 50.4 21.3 11.0 61.4 27.6 16.5 77.2 6.3 3.9 91.3 4.7 3.1 81.9 15.0 3.1 75.6 21.3

その他の非製造業 10.0 76.7 13.3 26.7 46.7 26.7 16.7 56.7 26.7 30.0 16:48 3.3 6.7 83.3 10.0 10.0 76.7 13.3 3.3 86.7 10.0

業界の景況 売上高 収益状況

業界の景況 売上高 収益状況

資金繰り

販売価格 在庫数量取引条件 資金繰り 設備操業度 雇用人員
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販売価格 取引条件

表６．主要指標の業種別景況調査総括表（前年同月比）

業界の景況 売上高 収益状況 販売価格 取引条件 資金繰り 設備操業度 雇用人員 在庫数量

設備操業度 雇用人員 在庫数量



（令和 7年 7月 末現在）

〔全　国〕 〔近畿地方〕

項　　目 項　　目

業　　種 好転 不変 悪化 ＤＩ 増加 不変 減少 ＤＩ 好転 不変 悪化 ＤＩ 業　　種 好転 不変 悪化 ＤＩ 増加 不変 減少 ＤＩ 好転 不変 悪化 ＤＩ

全 体 4.8 63.0 32.2 -27.4 20.2 46.8 33.0 -12.8 8.6 57.2 34.2 -25.6 全 体 3.2 59.5 37.2 -34.0 16.2 44.1 39.7 -23.5 4.0 55.1 40.9 -36.9

製 造 業 2.7 60.1 37.2 -34.5 18.5 44.7 36.8 -18.3 7.4 54.3 38.4 -31.0 製 造 業 0.0 59.0 41.0 -41.0 15.4 37.6 47.0 -31.6 2.6 52.1 45.3 -42.7

非製造業 6.4 65.2 28.4 -22.0 21.5 48.4 30.0 -8.5 9.5 59.5 31.0 -21.5 非製造業 6.2 60.0 33.8 -27.6 16.9 50.0 33.1 -16.2 5.4 57.7 36.9 -31.5

〔北海道・東北地方〕 〔中国地方〕

項　　目 項　　目

業　　種 好転 不変 悪化 ＤＩ 増加 不変 減少 ＤＩ 好転 不変 悪化 ＤＩ 業　　種 好転 不変 悪化 ＤＩ 増加 不変 減少 ＤＩ 好転 不変 悪化 ＤＩ

全 体 4.3 64.7 31.0 -26.7 23.1 44.2 32.7 -9.6 11.2 53.8 35.0 -23.8 全 体 5.1 63.6 31.4 -26.3 22.9 42.8 34.3 -11.4 8.9 55.9 35.2 -26.3

製 造 業 3.6 61.8 34.5 -30.9 17.3 47.3 35.5 -18.2 9.1 50.9 40.0 -30.9 製 造 業 3.6 56.3 40.2 -36.6 17.9 41.1 41.1 -23.2 4.5 50.9 44.6 -40.1

非製造業 4.7 66.3 29.0 -24.3 26.4 42.5 31.1 -4.7 12.4 55.4 32.1 -19.7 非製造業 6.5 70.2 23.4 -16.9 27.4 44.4 28.2 -0.8 12.9 60.5 26.6 -13.7

〔関東・甲信越地方〕 〔四国地方〕

項　　目 項　　目

業　　種 好転 不変 悪化 ＤＩ 増加 不変 減少 ＤＩ 好転 不変 悪化 ＤＩ 業　　種 好転 不変 悪化 ＤＩ 増加 不変 減少 ＤＩ 好転 不変 悪化 ＤＩ

全 体 6.2 64.9 28.9 -22.7 20.9 49.8 29.3 -8.4 10.5 58.7 30.9 -20.4 全 体 3.5 65.9 30.6 -27.1 20.6 50.6 28.8 -8.2 7.6 61.8 30.6 -23.0

製 造 業 3.8 61.9 34.3 -30.5 22.3 47.9 29.8 -7.5 10.2 55.1 34.7 -24.5 製 造 業 2.7 66.7 30.7 -28.0 20.0 52.0 28.0 -8.0 6.7 62.7 30.7 -24.0

非製造業 8.0 67.0 25.0 -17.0 19.9 51.1 29.0 -9.1 10.6 61.2 28.2 -17.6 非製造業 4.2 65.3 30.5 -26.3 21.1 49.5 29.5 -8.4 8.4 61.1 30.5 -22.1

〔東海・北陸地方〕 〔九州・沖縄地方〕

項　　目 項　　目

業　　種 好転 不変 悪化 ＤＩ 増加 不変 減少 ＤＩ 好転 不変 悪化 ＤＩ 業　　種 好転 不変 悪化 ＤＩ 増加 不変 減少 ＤＩ 好転 不変 悪化 ＤＩ

全 体 3.6 59.3 37.1 -33.5 16.9 46.3 36.8 -19.9 6.1 56.3 37.6 -31.5 全 体 5.7 62.6 31.7 -26.0 21.1 46.9 32.0 -10.9 8.9 58.8 32.2 -23.3

製 造 業 3.1 54.6 42.3 -39.2 13.9 44.3 41.8 -27.9 7.2 52.1 40.7 -33.5 製 造 業 1.4 63.0 35.6 -34.2 21.2 41.8 37.0 -15.8 7.5 58.2 34.2 -26.7

非製造業 4.1 64.0 32.0 -27.9 19.8 48.2 32.0 -12.2 5.1 60.4 34.5 -29.4 非製造業 8.5 62.3 29.1 -20.6 21.1 50.2 28.7 -7.6 9.9 59.2 30.9 -21.0

収益状況売上高

収益状況 収益状況売上高業界の景況

福岡県，佐賀県，長崎県，熊本県，大分県，
宮崎県，鹿児島県，沖縄県

売上高業界の景況

収益状況

滋賀県，京都府，奈良県，大阪府，兵庫県，
和歌山県

鳥取県，島根県，岡山県，広島県，山口県

静岡県，愛知県，岐阜県，三重県，富山県，
石川県，福井県

表７．全国及び各地域別の【業界の景況・売上高・収益状況】（前年同月比）

収益状況売上高

収益状況売上高業界の景況

業界の景況 収益状況

北海道，青森県，岩手県，宮城県，秋田県，
山形県，福島県

収益状況売上高

売上高業界の景況

10

業界の景況

徳島県，香川県，愛媛県，高知県

業界の景況

茨城県，栃木県，群馬県，埼玉県，千葉県，
東京都，神奈川県，新潟県，長野県，山梨県

売上高業界の景況



8

〔北海道・東北地方〕 北海道，青森県，岩手県，宮城県，秋田県，山形県，福島県
〔関東・甲信越地方〕 茨城県，栃木県，群馬県，埼玉県，千葉県，東京都，神奈川県，新潟県，長野県，山梨県
〔東海・北陸地方〕 静岡県，愛知県，岐阜県，三重県，富山県，石川県，福井県
〔近畿地方〕 滋賀県，京都府，奈良県，大阪府，兵庫県，和歌山県
〔中国地方〕 鳥取県，島根県，岡山県，広島県，山口県
〔四国地方〕 徳島県，香川県，愛媛県，高知県
〔九州・沖縄地方〕 福岡県，佐賀県，長崎県，熊本県，大分県，宮崎県，鹿児島県，沖縄県

11
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全国及び各地域別の【業界の景況DI（全体）】

(令和７年７月末現在・前年同月比)

全国 北海道・東北地方 関東・甲信越地方
東海・北陸地方 近畿地方 中国地方
四国地方 九州・沖縄地方
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全国及び各地域別の【売上高DI（全体）】

(令和７年７月末現在・前年同月比)

全国 北海道・東北地方 関東・甲信越地方
東海・北陸地方 近畿地方 中国地方
四国地方 九州・沖縄地方

-25.6 -23.8 
-20.4 

-31.5 
-36.9 

-26.3 
-23.0 -23.3 

-50.0

-40.0

-30.0

-20.0

-10.0

0.0

全国及び各地域別の【収益状況DI（全体）】

(令和７年７月末現在・前年同月比)

全国 北海道・東北地方 関東・甲信越地方
東海・北陸地方 近畿地方 中国地方
四国地方 九州・沖縄地方



〔北海道・東北地方（系列２）〕 北海道，青森県，岩手県，宮城県，秋田県，山形県，福島県
〔関東・甲信越地方（系列３）〕 茨城県，栃木県，群馬県，埼玉県，千葉県，東京都，神奈川県，新潟県，長野県，山梨県
〔東海・北陸地方（系列４）〕 静岡県，愛知県，岐阜県，三重県，富山県，石川県，福井県
〔近畿地方（系列５）〕 滋賀県，京都府，奈良県，大阪府，兵庫県，和歌山県
〔中国地方（系列６）〕 鳥取県，島根県，岡山県，広島県，山口県
〔四国地方（系列７）〕 徳島県，香川県，愛媛県，高知県
〔九州・沖縄地方（系列８）〕 福岡県，佐賀県，長崎県，熊本県，大分県，宮崎県，鹿児島県，沖縄県 ※系列1は全国の値です。
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7月末 8月末 9月末 10月末 11月末 12月末
令和7年

1月末
2月末 3月末 4月末 5月末 6月末 7月末

系列1 -27.0 -26.8 -27.4 -26.3 -24.3 -25.5 -27.0 -29.4 -27.8 -28.3 -27.8 -27.3 -27.4

系列2 -29.7 -28.3 -32.7 -27.7 -23.5 -27.3 -29.1 -31.2 -27.7 -26.7 -29.2 -25.4 -26.7

系列3 -21.1 -21.1 -22.0 -22.1 -22.1 -23.2 -23.6 -26.7 -28.8 -27.7 -25.1 -24.1 -22.7

系列4 -31.5 -29.1 -27.3 -26.3 -25.7 -27.2 -28.6 -31.5 -25.5 -29.2 -31.6 -32.6 -33.5

系列5 -31.3 -32.5 -31.4 -30.9 -26.9 -24.5 -28.3 -31.8 -28.8 -32.4 -34.9 -31.6 -34.0

系列6 -24.1 -26.1 -23.1 -25.0 -22.9 -24.9 -25.9 -30.7 -28.1 -28.4 -23.4 -28.3 -26.3

系列7 -34.7 -35.8 -35.9 -34.2 -32.2 -30.8 -32.2 -33.1 -30.1 -27.5 -24.3 -25.0 -27.1

系列8 -25.8 -25.2 -28.6 -25.9 -23.0 -24.6 -26.9 -26.6 -26.6 -27.7 -27.5 -26.3 -26.0

-55.0

-50.0

-45.0

-40.0

-35.0

-30.0

-25.0

-20.0

-15.0

-10.0

-5.0

全国及び各地域別の【業界の景況DI（全体）の推移】

(令和６年７月末現在～令和７年７月末現在・前年同月比)



《製造業》

食料品
＜ 岩 手 県 パン ＞

＜ 京 都 府 パン・菓子 ＞

＜ 島 根 県 水産練製品 ＞

＜ 岡 山 県 酒 ＞

＜ 長 崎 県 酒 ＞

＜ 沖 縄 県 パン ＞

繊維工業
＜ 山 形 県 成人女子・少女服 ＞

＜ 大 阪 府 帽子 ＞

＜ 和 歌 山 県 繊維 ＞

＜ 岡 山 県 織物 ＞

＜ 広 島 県 繊維 ＞

＜ 高 知 県 帆布 ＞

木材・木製品
＜ 東 京 都 建具 ＞

＜ 富 山 県 一般製材 ＞

＜ 滋 賀 県 木材・木製品 ＞

＜ 島 根 県 製材 ＞

15.
建築基準法改正の影響で申請が少なくなっていたが、ようやく例年並みに戻りつつある。

16.
人件費・燃料代等のコスト高に加え、買取価格が抑制され厳しい状況にある。また、資金繰りが厳しい状況も
生じている。

12.
原材料高騰に対して販売価格への転嫁が出来つつあると思われる。一方で７月より一部製品の値上げがあり、
まだまだ厳しい状況である。

13.
物価高騰に加え建築資材不足により価格が高騰し、利益率が上がらない。仕事量はあるが大型物件が少なく、
利益に結びついていない。現場の職人不足が続いている。

14.
改正建築基準法施行による建築確認事務の遅れが影響し、新設住宅着工戸数は前年同月比３カ月連続で大幅に
減少している。

8.
梅雨明け以降、需要は回復傾向であった。しかし、７月に入り猛暑日が続き、外出控えにより状況は一変し
た。

9.
組合員においては、製造経費の高騰と、ミシン加工や仕上げなど手作業での人手不足が深刻化している。

10.
織布現場での熱中症対策義務化や労働力の逼迫により、増産が厳しく、受注に追い付かない、或いは受注量を
増やせない企業が多い。

11.
　労働安全衛生規則が改正され、職場における熱中症対策が義務化されたことにより、電動ファン付き作業服
などの需要が高まった。

4.
原料米の高騰が昨年から続いている影響により、商品価格の見直し・値上げを検討している組合員が多数い
る。取引条件等の関係から苦慮している等の情報がある。

6.
人件費高騰、従業員確保難で従業員への残業や負担が増えている。

情報連絡員からの報告（要旨）

7.
呉服関係については、未だに手形取引が多く、商品代金の入金が遅いため、高騰している原材料代、加工代、
燃料代への支払いに苦慮している事業所が見られる。

小麦粉の価格はこの秋は下がるものの、他の資材が値上がりしている。特に油脂類の値上げが高く、秋の価格
改定が問題になってくる。

2.

3.
猛暑の影響で空調関連の電気使用量が増加。また、運賃・人件費等の諸経費も相変わらず増加しており、製品
への価格転嫁がコストアップに追い付いていない。

1.
物価高に季節的要因も加わって消費者の財布の紐は固く、苦しい経営状況に落ち込んでいる。今後の見通しに
ついても決して芳しいものが見られない。

5.
今後、原材料価格の値上げや、各種資材価格の再々値上げも予想され、収益圧迫が続くと考えられる。不安要
素が多く、賃上げや雇用増は到底考えにくい。

13 



＜ 広 島 県 木材・木製品 ＞

＜ 香 川 県 家具 ＞

紙・紙加工品
＜ 北 海 道 加工紙 ＞

＜ 茨 城 県 段ボール ＞

＜ 愛 知 県 紙器・段ボール ＞

＜ 福 井 県 和紙 ＞

＜ 大 阪 府 古紙 ＞

＜ 愛 媛 県 紙製品 ＞

印刷
＜ 宮 城 県 印刷・同関連 ＞

＜ 栃 木 県 印刷 ＞

＜ 愛 知 県 印刷 ＞

＜ 滋 賀 県 印刷 ＞

＜ 島 根 県 印刷 ＞

＜ 鹿 児 島 県 印刷 ＞

化学・ゴム
＜ 東 京 都 ゴム製品 ＞

＜ 神 奈 川 県 石油製品 ＞

＜ 富 山 県 医薬品 ＞

26.
原材料などの仕入価格の上昇に対しては、一定程度価格転嫁が進んでいるものの、人件費の上昇分にはまだ追
い付いていない。

27.
原材料費や光熱費の上昇により価格転嫁が追い付かない状況である。まずは価格の適正化が必要だが、今後は
より付加価値の高い事業を展開していかなければ収益に繋がらない。

28.
小ロット・短納期化が進んでおり、時期的な閑繁差も顕著となっているため、業務・人員配置等計画が難しく
なっている。今後も更なる資材値上げが示唆されており、先行き不透明感は強い。

22.
原材料等の仕入価格上昇の一方、組合員製品の価格転嫁は進んでおらず収益状況は悪化。今秋に各社予定して
いる価格改定により収益改善を目指す。

24.
中国経済の減速によりパルプ需要が減少し、パルプ価格が下がり始めた。しかし、紙需要そのものも減少して
いるため、楽観出来る状態ではない。

25.
最低賃金の引き上げが検討されているが、中小零細企業にとっては価格転嫁が困難であり、経営を圧迫する要
因として懸念している。

23.
10月より段ボール原紙と段ケースの値上げ発表があり、その発表の影響による消費の落込みが古紙の発生減に
つながると予想している。

19.
段ボール原紙と白板紙について、10月１日からの値上げが原紙メーカー各社から発表された。段ボールケース
製造メーカー各社も製品価格の値上げを表明した。

20.
取引先が減少していることに加え、米国相互関税問題、原材料メーカーの値上げ、最低賃金の上昇など収益に
影響がある要因が多々控えていることを懸念している。

21.
工業製品に関しては米国関税の影響で依然低調な動きとなっているが、関税発動前に輸出した在庫が無くなり
つつあるため、今後の動向に期待感がある。

18.
米国関税の影響は感じないが、物価高の影響は大きく、受注・売上減となっている。

17.
改正建築基準法に基づく確認検査の厳格化の影響からか、例年よりも建築確認に時間を要し、着工に遅れが生
じているため、着工数が伸び悩んでいる。

29.
原材料費の上昇に歯止めがかからない状態がいつまで続くか不透明。加えて、賃上げ推進により人件費負担の
増加が懸念される。

33.
原料・燃料・人件費の上昇、人材不足等に対応するため生産効率化が図られているが限界がある。

30.
昨年から廃業による脱退が続いている。今月には老舗企業が廃業するとの情報が入っており、業界内で大きな
衝撃を受けている。

31.
受注の低迷状態が半年以上続いている。加えて、電力・燃料・資材などの価格高騰分を価格転嫁出来ておら
ず、収益の確保が困難な状況。

32.
組合員から「半導体関連の受注は回復傾向にあるが、鉄鋼関係は米国関税の影響が懸念される」「売上げは減
少しているが、価格転嫁が進んだため収益率は変化なし」との情報が寄せられた。

14 



＜ 大 阪 府 ｾﾙﾛｲﾄﾞﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製品 ＞

＜ 和 歌 山 県 化学 ＞

＜ 広 島 県 プラスチック製品 ＞

窯業・土石製品
＜ 栃 木 県 陶磁器・同関連製品 ＞

＜ 千 葉 県 生コン ＞

＜ 山 梨 県 骨材・石工品 ＞

＜ 富 山 県 骨材・石工品 ＞

＜ 兵 庫 県 窯業・土石製品 ＞

＜ 香 川 県 石材 ＞

鉄鋼・金属
＜ 青 森 県 鉄鋼 ＞

＜ 宮 城 県 機械金属 ＞

＜ 秋 田 県 鉄鋼 ＞

＜ 新 潟 県 金属製品 ＞

＜ 三 重 県 鍍金 ＞

＜ 鳥 取 県 金属製品 ＞

一般機器
＜ 山 形 県 その他電気機械器具 ＞

＜ 埼 玉 県 一般機械機器 ＞

48.
設備投資は先行き不透明感から慎重姿勢が強まり、新規案件は抑制傾向。人手不足による生産計画の遅延や外
注費増加も重なり、コスト構造の悪化に拍車をかけている。

49.
一般機械部品製造業で販売価格は上昇してきているが、売上は減少している。自動車関連部品製造業は、未だ
米国関税の影響度合いを注視しており、設備投資については保留が継続している。

50.
諸物価の高騰や最低賃金の引き上げによる人件費の上昇等により、今後の景気に大きな影響が懸念される。

44.
国内外の不安定な情勢による景気後退の懸念や、慢性的な人手不足と最低賃金引き上げ等によって中小企業は
更に経営が圧迫され、厳しい状況が続いている。

45.
建設コストの高騰を背景に、大型物件を含む工事の延期や中止が相次いでおり、前年同月と比較して、全国的
に物件数は減少傾向にある。

46.
猛暑で体調を崩す従業員が多く、工場の作業環境の改善に費用の点でも苦心している企業が多い。

42.
例年より早い急激な気温の上昇で、屋外作業を伴う仕事の延期が発生している。暑さで作業効率も悪く、今後
この状況が毎年発生するのだと考えると頭が痛い。

43.
手持ち工事量と工場稼働率は企業規模によるバラツキが拡大。その大きな要因の一つが、地元見積物件が薄
く、依然として増加の気配が無いことである。

37.
業界全体の操業はやや低下している。原料仕入価格は上昇が続いており、購買品の値上げを検討している。猛
暑の影響で観光客は大幅に減少しており、それに伴い売上も減少している。

38.
原材料費、及び人件費の高騰が経営を圧迫しており、生コン価格への転嫁が必要である。また、運転手の人手
不足が問題化してきている。

39.
公共事業等の発注増加により、前年同月と比べ売上は13％増加した。一方で物価高騰による収益圧迫が続いて
いる。今後はリニア関連大型事業の早期着手に期待したい。

35.
米国との関税合意が15％でなされたが、それがどのような影響を与えるのか不透明な状況である。また、燃
料・エネルギー等を含めた物価が上昇しており各企業の収益を圧迫してきている。

41.
コスト上昇に対応するため原材料である陶土の販売価格を８月から値上げする。組合販売所の委託販売手数料
も引上げ予定であり、組合員には販売価格に転嫁するように周知している。

47.
業界の生産額は、総じて堅調な状況である。なかでも自動車関連のうちＥＶ関連の受注が好調であり、当面同
様の状況が続くと見込まれる。

34.
円安による原料と燃料のコスト上昇、及び人件費増加分を販売価格に転嫁することは十分ではないものの、石
油価格の下落により原料プラスチック価格は低下している。

36.
日用品関連分野では、原材料費をはじめとする各種コストの上昇分を、販売価格へ十分に転嫁出来ていない状
況にある。

40.
骨材標準価格について、令和７年度は値上げしなかったが、製造コストの上昇に歯止めがかからない状況が続
き、自助努力の限界を超えていることから、令和８年度は値上げを決定している。
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＜ 岐 阜 県 金型 ＞

＜ 岡 山 県 鉄工 ＞

＜ 山 口 県 一般機械機器 ＞

＜ 愛 媛 県 鉄工 ＞

電気機器
＜ 東 京 都 照明器具 ＞

＜ 山 梨 県 電気機械器具 ＞

＜ 愛 知 県 配電盤 ＞

＜ 三 重 県 電気機器 ＞

＜ 富 山 県 電子部品・デバイス・電子回路 ＞

＜ 京 都 府 電機機械器具 ＞

輸送機器
＜ 群 馬 県 輸送用機械器具 ＞

＜ 静 岡 県 輸送用機械器具 ＞

＜ 三 重 県 輸送用機械器具 ＞

＜ 兵 庫 県 輸送用機械器具 ＞

＜ 広 島 県 輸送用機械器具 ＞

＜ 山 口 県 鉄道車輌・同部品 ＞

その他の製造業
＜ 福 島 県 漆器 ＞

62.
米国関税の直接的影響は軽微だが、生産量は減少傾向にある。

63.
賃上げ・金利上昇・企業物価の高止まり等、国内における経営圧迫材料解消の見込みが薄く、米国関税決着と
は言え、過去に比べて厳しい状況に変わりなく、予断を許さない状況続くと思われる。

64.
中小企業の賃上げは７月、８月頃に実施されることが多いが、その賃上げがどれくらい業績に影響を及ぼすの
か注視する必要がある。

58.
状況は好転せず、横ばいで稼働している。半導体関連の電機部品発注が非常に悪く、９割減の状態である。

60.
価格転嫁は徐々に進展している。また、業務合理化・自動化を図り生産性向上対策に注力している。一方で採
用難の状況は依然継続しており、技能・技術承継に大きな不安を感じている。

61.
米国関税について、当初の25％から15％へ下がり少し安堵したが、従来よりは何倍も上がっており、将来への
影響を危惧している。

59.
電子部品の在庫過多解消が進んでおり、受注が上向きになってきている。新規開発品の動きが、過去２年と比
較すると活発化している。

55.
省エネ製品への買い替え需要はあるものの、価格競争の激化により収益は上がらない。主要部材の一部に納期
遅延が発生しており、生産調整を行う組合員も見受けられる。

56.
受注単価の上昇や雇用人員の改善が見られる一方、一部事業者では仕入材料の値上がり、納期の遅延に苦慮し
ている。

57.
当業界は輸出産業ではないため、米国関税の直接的な打撃はない。しかしながら、直接的打撃を受ける産業が
設備投資を先延ばしとするなど間接的な影響が出始めている。

51.

年末に動く予定とされた新規開発車種も延期の情報が入り困り果てている。

52.
受注量減少が続き、設備操業度も前年同月を下回る状況が続いている。今後、米国関税の影響がどうなるの
か、見通しが立たない。

54.
原材料や部材の値上りは、一時期の激しい上昇は無くなったが今も続いている。販売価格の値上げは行い易い
状況にはあるが、今後の消費動向を考えると判断に迷いがある。

53.
米国関税が合意成立したが、依然として物価高等の問題はあるので先行き不透明な状況が続くと思われる。

65.
大手自動車メーカーにおいて、米国市場の追加関税により売上減少が懸念される一方で、生産台数の維持を宣
言しており、生産数量の維持に期待したい。

66.
鉄道車両関係の受注量は減少傾向にあり、大幅な受注減の見通し。人件費や原材料費・電気料等の高騰、及び
借入金の金利上昇圧力もあり、収益面でも厳しい状況が続くものと思われる。

67.
暑さのため店頭小売の客数は少ないが、客単価は高い。ネット通販、インバウンドともに例年並みの動きだが
客単価は高い。
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＜ 神 奈 川 県 工業中心複合 ＞

＜ 長 野 県 製糸 ＞

＜ 石 川 県 プラスチック製品 ＞

＜ 福 井 県 眼鏡 ＞

＜ 兵 庫 県 その他 ＞

《非製造業》

卸売業
＜ 山 形 県 その他各種商品 ＞

＜ 茨 城 県 袋セメント ＞

＜ 千 葉 県 総合 ＞

＜ 東 京 都 食器 ＞

＜ 静 岡 県 セメント ＞

＜ 高 知 県 各種商品 ＞

小売業
＜ 栃 木 県 各種商品 ＞

＜ 滋 賀 県 書籍 ＞

＜ 和 歌 山 県 飲食料品 ＞

＜ 佐 賀 県 食肉 ＞

＜ 大 分 県 カード会 ＞

＜ 宮 崎 県 機械器具 ＞

82.
猛暑の影響による豚肉の出荷量の減少等で価格が高騰し始めている。豚肉だけでなく牛、鶏肉の価格にも影響
しないか危惧している。

84.
関税の方向性が明確となり、不透明で先行きに不安があった先月に比べれば、状況は落ち着きを見せている。
とはいえ、原材料価格の上昇は零細企業にとって死活問題である。

81.
売上は変わらないが、暑さの影響で豚の成長が遅れているため豚肉の仕入れが高騰し、利益が減少している。

75.
引き続き取引採算は厳しい中、社会的な賃上げの動きにも対応出来ていないため、事業運営に必要な人員確保
も困難になってきている。

76.
大手陶磁器メーカーが、商品価格の15％程度の値上げを発表したため、価格改定前の駆け込み受注により、売
上は10％の増加。

78.
酷暑の影響か、選挙の影響か、物価高の影響か、宴会関係の動きが非常に鈍く、市内中心部などの居酒屋等は
苦戦を強いられている。景気回復は感じられない。

69.
異常な暑さにより消費者の動向が悪く、前年より大幅な落ち込みになっております。毎日熱中症アラートが出
ている現状、小売業は苦戦を強いられております。

70.
売上は前年同期比で増加した。主な要因は新規開発案件に伴う金型投資などである。輸出関連については、米
国の関税影響もあり、当面は様子見の状況である。

72.
生活必需品の高騰により、鞄の消費購買力が落ち込み続けており、４月から６月では、全体的に不調傾向であ
る。

71.
海外向けOEMを中心に堅調な受注を維持。特に米国向け輸出は高水準で推移しており、市場動向の継続的な注
視が必要である。米国関税措置に関しては、現時点で顕著な影響は見られない。

77.
官需の長期的な落ち込みに加え、慢性的な建設現場の人手不足、建設コスト高騰、働き方改革による完全週休
２日制導入に起因する稼働日低下など、複合的な要因で下げ止まらない状況。

83.
後継者不在、人手不足に加え、人件費の高騰もあり先行きが見えない。加えて高温が続き、尚且つ秋には数千
種類の値上げもあり、何一つとして明るい兆しが見えない。

73.
業種別では暑さが続いたこともあり繊維関連に回復感がみられるが、建築関連では材料費運送費などの上昇、
人件費の上昇や職人不足による受注機会逸失など相まって厳しい状況となっている。

74.
現場の人手不足や、働き方改革による休日の増加、猛暑日の作業回避等により稼働日数が減少していることな
どが需要低下の原因となっている。

68.
業界・個別企業により、売上高・収益の格差が顕著であり、二極化する傾向が見受けられる。米国の関税施策
が今後どう影響してくるか不透明な部分がある。

79.
もはや例年のこととなっているが、猛暑の影響で夏衣料はセールでも動かなくなっている。ファッション性よ
りも機能性を重視した商品の支持が一層強まっている。

80.
例年より早く梅雨が明け、記録的な猛暑日が多かったため、昼間の来客数が減少して売り上げが非常に悪かっ
た。
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商店街
＜ 北 海 道 商店街 ＞

＜ 東 京 都 商店街 ＞

＜ 岐 阜 県 商店街 ＞

＜ 山 口 県 商店街 ＞

＜ 香 川 県 商店街 ＞

＜ 鹿 児 島 県 商店街 ＞

サービス業
＜ 岩 手 県 建物サービス ＞

＜ 千 葉 県 建設揚重 ＞

＜ 長 野 県 洗濯・理容・美容・浴場 ＞

＜ 石 川 県 旅館・ホテル ＞

＜ 長 崎 県 飲食 ＞

＜ 沖 縄 県 ビルメンテナンス ＞

建設業
＜ 秋 田 県 住宅リフォーム ＞

＜ 群 馬 県 電気工事 ＞

＜ 長 野 県 設備工事 ＞

＜ 山 梨 県 電気工事 ＞

＜ 奈 良 県 室内装飾 ＞

100.
資材は一部を除き不足等はなく順調に調達できているが、仕入価格は高騰し続けている。また、人材不足が引
き続き課題である。

97.
猛暑が続くなか、熱中症対策にかかる費用の増加に加え、こまめな休憩を取る必要があるため現場の進行が遅
れ、完工高にも影響が出ている。

98.
高齢化、廃業で有資格者が減少し、仕事があっても受注できない状況。熱中症対策に伴い空調服の貸与や休憩
時間の増加など経営への影響を危惧している。

99.
職場における熱中症予防対策について法令が改正となり、作業現場での対応及び対策が厳しくなっている。ゆ
とりのある作業環境及び作業時間等が求められ、中小企業では厳しさが増している。

101.
依然として状況は変わらない。夏の暑さの中での作業は、作業効率の低下を招いており、従業員はこまめな休
息を必要としている。今後、熱中症予防のための対策を強化する必要がある。

94.
お盆を含む夏季の新規予約は低調であり、加えて猛暑の影響が観光客の動向に少なからず悪影響を及ぼしたと
考えられる。

96.
価格転嫁が中々進まない背景として、委託業務は通常年間契約のため、発注者側も年間予算を組んでおり、年
度途中の契約更新を更に難しくしている事が考えられる。

90.
毎日続く猛暑の影響で通りを歩く姿もまばらで、各店舗とも来客数が伸び悩んでいる。

91.
人件費・資材費の上昇分が積算に反映されていない案件もあり、景況は厳しい。最低賃金の議論については、
今年度も大幅アップの流れにあり、危機感を持っている。

92.
物価高騰や人手不足による人件費アップ等のため、収益が酷く圧迫されている。収益維持のため、クレーン作
業料金引き上げの判断が迫られているとの声が多く聞かれる。

95.
梅雨が早く明けたが、その分厳しい暑さが続いていることで、人出が減っていると思われる。今年は夏休みが
早くスタートしたが、休みに入っても例年より人出が少ないように思われる。

93.
人手不足が全く解消されず、依然として求人難が続いている。更に人件費の上昇も厳しい状況にさらに拍車を
かけている

86.
アーケード商店街のため、猛暑でも来街者への影響は少ない。また、業種を問わず、通常の季節商品に加え、
熱中症対策の商品の売れ行きが好調。

87.
記録的な猛暑により外出が少なくなっている。梅雨明けは早かったが、連日猛暑になり、高年齢が多い商店街
では外出が避けられ、より人出がまばらになった。

88.
猛暑により商店街の来街者が激減しているが、ポイント祭りでの商品券交換が完売したため、８月の来客増加
に反映することを期待している。

85.
７月中旬からの猛暑に加え、諸物価高騰により来街者の減少が見られた。

89.
７月は連続の猛暑日による人々の疲れ、中旬以降は選挙や物価高騰等の要因によるものか買い物客は少ないよ
うに思われた。
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＜ 徳 島 県 鉄骨･鉄筋工事 ＞

運輸業
＜ 福 島 県 トラック団地 ＞

＜ 茨 城 県 一般貨物自動車 ＞

＜ 新 潟 県 一般乗用旅客自動車運送 ＞

＜ 鳥 取 県 運輸 ＞

＜ 福 岡 県 道路貨物運送 ＞

＜ 熊 本 県 一般貨物自動車運送 ＞

その他の非製造業
＜ 群 馬 県 砂利採取 ＞

＜ 神 奈 川 県 デイサービス ＞

＜ 新 潟 県 砂利採取 ＞

＜ 奈 良 県 質屋 ＞

＜ 兵 庫 県 物品賃貸 ＞

＜ 広 島 県 不動産 ＞

102.
米国関税や物価上昇による先行き不透明感から物件の中止、延期が出ている。

103.
米国関税の税率が決定したものの、燃料価格の高騰・為替・ドライバー問題・値上げのよる個人消費の落ち込
み等の不安定要素が多く、予測がつかない。

114.
不動産市場では、新築工事が人材不足により遅延する状況が続いている。その影響により、戸建住宅および共
同住宅の販売が減少傾向にある。

108.
今後も最低賃金引き上げへの対応が必要となるが、更なる運賃値上げは厳しいところもある。

109.
生コン需要低迷で生産・販売量が前年比10％以上減少。こうした状況でも輸送ダンプカーの不足が続く。価格
転嫁の実施は浸透しているが収益状況は改善せず。

110.
業界全体で人材不足が深刻化しており、施設運営に必要な人員の確保が困難な状況が続いている。必要な人員
を確保できず、人員配置や職員の配置加算を取得出来ない施設が増加している。

104.
運賃は値上げされたが、人件費や車両価格等経費も上昇し、燃料価格については高値で安定しており、収益は
厳しい状況が続いている。

105.
従来から７月などの夏本番の時期は、暑い中での移動を快適に行うための需要が伸びるが、今年のように暑す
ぎる場合は、外に出る人が少なくなり需要の減少に繋がっている。

106.
懸念されていた荷物の不足は解消されてきているが、ドライバー不足は深刻であり、時間外労働規制を背景に
スポット運賃は高止まりが続いている。

111.
土砂運搬の工事が多く、夏期の河川砂利採取が重なり、ダンプカー不足の状況になっている。

112.
金価格は、米貿易交渉の進展に楽観的な見方が広がり、安全資産に対する需要が後退し、下落傾向にある。

107.
運賃の値上げで売上げは、昨年以上の水準であるが、荷動きは減少傾向。燃料の高値安定、車両価格の高騰、
人件費アップ、その他の物価上昇等で収益は厳しい状況。

113.
暑い夏ということもあり、パートタイマーを中心に勤務の難しい方が出てきている。工場内が暑い傾向が強い
のは、業界としての課題である。
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